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1．変更理由 

船舶の大型化及び増加するアジア貨物に対応するため、内港地区の公共

埠頭計画並びに水域施設計画及び土地利用計画を変更する。 

公共埠頭計画の変更に伴い、内港地区の大規模地震対策施設計画を変更

する。 
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2．港湾施設の規模及び配置に関する資料 

船舶の大型化及び増加するアジア貨物に対応するため、内港地区（品川

ふ頭）の公共埠頭計画を変更する。これに伴い、内港地区（品川ふ頭）の

水域施設を次のとおり変更する。 

図 2-1 計画変更位置図 

内港地区 

中部地区 

月島ふ頭  

晴海ふ頭  

豊洲ふ頭  
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10 号地その 1 

13 号地  

計画変更位置 

大井ふ頭  

青海ふ頭  

中央防波堤外側ふ頭  

羽田空港  

中央防波堤地区 

羽田地区 

南部地区 

東部地区 
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 2.1 公共埠頭計画 

 2.1-1 内港地区 

   （1）外内貿コンテナ埠頭計画 

船舶の大型化及び増加するアジア貨物に対応するため、内港地区（品川

ふ頭）の公共埠頭計画を変更する。 

表 2-1-1 対象船舶諸元 

載荷重量トン数 
(DWT) 

全長 L 
（m） 

型幅 B 
（m） 

喫水 d 
（m） 

40,000 228 31.8 10.45※

※「港湾の施設の技術上の基準・同解説」におけるコンテナ船 40,000DWT の満載喫水

の標準値は 11.9m であるが、今回計画においては、東京港トンネルとの離隔の確保

を考慮して、喫水を 10.45m に設定。

表 2-1-2 外内貿コンテナ埠頭計画 

地
区
名 

埠
頭
名 

種別 
今回計画 既定計画 

水深 
（m）

バー
ス数 

延長 
(m) 

対象船舶 
(DWT) 

水深 
（m）

バー
ス数 

延長 
(m) 

対象船舶 
(DWT) 

内
港
地
区 

品
川 

既定計画の 
変更計画 

11.5 2 550 40,000 11 2 550 20,000 
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図 2-1-1 外内貿コンテナ埠頭計画の既定計画図と今回計画図 

既定計画 計 画 
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（2）外貿埠頭計画 

外貿コンテナ船、外貿 RORO 船等、多目的に利用可能な公共埠頭を次の

とおり変更する。 

既定計画 計 画 

図 2-1-2 外貿埠頭計画の既定計画図と今回計画図 
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 2.2 水域施設計画 

 2.2-1 泊地、航路・泊地計画 

内港地区における公共埠頭計画の変更に伴い、泊地及び航路・泊地を次

のとおり変更する。 

表 2-2-1 泊地計画 

地区名 埠頭名 種別 

今回計画 既定計画 

対象船型 
(DWT) 

水深 
（m）

面積 
（ha）

対象船型 
(DWT) 

水深 
（m）

面積 
（ha）

内港地区 品川コンテナ 
既定計画の
変更計画 

40,000 11.5 3.0 20,000 11 3.0 

表 2-2-2 航路・泊地計画 

地区名 埠頭名 種別 

今回計画 既定計画 

対象船型 
(DWT) 

水深 
（m）

面積 
（ha）

対象船型 
(DWT) 

水深 
（m）

面積 
（ha）

内港地区 品川コンテナ 
既定計画の
変更計画 

40,000 11.5 34.2 20,000 11 27.0 

図 2-2-1 水域施設計画の既定計画図と今回計画図 

【既定計画】 【今回計画】 
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 2.2-2 操船例図 

    公共埠頭計画及び水域施設計画の変更に係る操船例図は、それぞれ以下

のとおりである 

図 2-2-2 品川ふ頭前面の回頭水域・操船例図（入港時） 

図 2-2-3 品川ふ頭前面の回頭水域・操船例図（出港時） 

２L＝456m 

（-11.5） 

（-11.5） 

諸元等 コンテナ船

載貨重量トン数 ４万DWT級

全長 228ｍ
型幅 31.8ｍ

諸元等 コンテナ船

載貨重量トン数 ４万DWT級

全長 228ｍ
型幅 31.8ｍ
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3．土地造成及び土地利用計画に関する資料 

 3.1 土地利用計画 

増加するアジア貨物に対応するため、内港地区（品川ふ頭）の土地利用

計画を次のとおり変更する。 

表 3-1-1 土地利用計画 

用途

地区名 

埠頭 

用地 

港湾関 

連用地 

交流厚 

生用地 

工業 

用地 

都市機 

能用地 

交通機 

能用地 
緑地 

廃棄物 

処理施 

設用地 

合計 

内港

地区

今回

計画

(56.2) 

56.2 

(74.3) 

74.3 

(11.5) 

11.5 

(10.6) 

10.6 152.7 

(4.6) 

28.6 

(36.0) 

40.6 

(3.0) 

3.0 

(196.2)

377.5 

既定

計画

(53.2) 

53.2 

(74.3) 

74.3 

(11.5) 

11.5 

(10.6) 

10.6 152.7 

(4.6) 

28.6 

(36.0) 

40.6 

(3.0) 

3.0 

（193.2)

374.5 

表 3-1-2 土地利用変更面積（内港地区（品川ふ頭）） 

既定計画 今回計画 今回計画における面積の増減 

用途 
面積 
（ha） 

用途 
面積 
（ha） 

用途 
増面積 
（ha） 

埠頭用地 
（S5 背後） 

3.5 
埠頭用地 

（S5 背後） 
4.3 

埠頭用地 
（S5 背後） 

0.8 

埠頭用地 
（S6～S7 背後） 

10.3 
埠頭用地 

（S6～S7 背後） 
12.5 

埠頭用地 
（S6～S7 背後） 

2.2 

注１：（ ）は、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全に特に密接に関連する土地利用計画の内数である。 

注２：端数処理のため、内訳の和は必ずしも合計とならない。 

注３：今回変更に係る地区についてのみ記述した。 
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図 3-1-1 土地利用変更平面図（内港地区（品川ふ頭）） 

【既定計画】 【今回計画】 
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4．港湾の効率的な運営に関する資料 

 4.1 港湾の効率的な運営に関する事項 

    内港地区における、以下の埠頭について、効率的な運営を特に促進する

よう措置することを計画する。 

内港地区 

（品川ふ頭） 

       水深１０ｍ   岸壁１バース  延長１９５ｍ 

             （多目的用）  ［既設の変更計画］      S５ 

       水深１１．５ｍ 岸壁２バース  延長５５０ｍ 

（コンテナ船用）［既定計画の変更計画］S６～S７ 

       埠頭用地１７ｈａ （荷さばき施設用地及び保管施設用地） 

                      ［既設の変更計画］ 

既設 

       水深１０ｍ   岸壁１バース  延長１９５ｍ 

             （多目的用）                S５ 

埠頭用地１４ｈａ（荷さばき施設用地及び保管施設用地）     

既定計画 

       水深１１ｍ   岸壁２バース  延長５５０ｍ 

（コンテナ船用）                 S６～S７ 
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5．その他重要事項に関する資料 

 5.1 大規模地震対策施設 

公共埠頭計画の変更に伴い、幹線貨物輸送の拠点として機能するため

に必要な以下の施設について、次のとおり変更する。 

（1） 大規模地震対策施設の規模及び配置 

大規模地震対策施設の規模及び配置を次のとおり変更する。 

表 5-1-1 大規模地震対策施設（品川ふ頭） 

地区名 埠頭名 
延長 
（m） 

バース数 

水深（m） 

機能 種別 

既定計画 今回計画 

内港 
地区 

品川 
コンテナ 

550 2 11.0 11.5 
幹線貨物 
輸送対応 

既定計画の
変更計画 

※ 耐震強化岸壁の規模（水深、延長）については、「臨海部防災拠点マニュアル【改

訂版】（平成 28 年 3 月 国土交通省港湾局）」を参考に、物資輸送の用に供する船

舶の大部分が着岸できる規模を確保する。 

図 5-1-1 幹線貨物輸送対応耐震強化岸壁の既定計画図と今回計画図 

既定計画 計 画 
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（2） 幹線貨物対応施設計画 

幹線貨物輸送対応施設を次のとおり変更する。 

表 5-1-2 幹線物資輸送対応施設計画一覧 

※水深-15m の耐震強化岸壁として整備済 

  既設※ 大井コンテナ コンテナ o4～o6 15～16 3 990

既設 コンテナ Y2 15～16 1 400

既定計画
（事業中）

コンテナ Y3 16～16.5 1 400

既定計画 大井コンテナ コンテナ
o1～o3
o7～o8

15～16 5 1,764

既定計画 中央防波堤外側コンテナ コンテナ Y1 11 1 230

既定計画 新海面処分場コンテナ コンテナ Z1 16～16.5 1 420

既定計画 青海コンテナ コンテナ A0～A4 13～16 5 1,570

既定計画
中央防波堤内側
内貿ユニットロード

ＲＯＲＯ X5 9 1 230

既定計画 15号地コンテナ コンテナ L2～L3 11～12 2 500

既定計画の変更計画 品川コンテナ コンテナ S6～S7 11.5 2 550

22 7,054

バース数
延長

（ｍ）

合計

整備・計画状況 ふ頭名
水深

（ｍ）
ふ頭名

中央防波堤外側コンテナ

貨物属性
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図 5-1-2 緊急物資輸送対応施設計画 

図 4-1-1 幹線貨物輸送対応施設計画 

中防外コンテナ 
-11m 1B 230m 
［既定計画］ 
-15～-16m 1B 400m 
［既設］ 
-16～-16.5m 1B 400m 
［既定計画（事業中）］ 

新海面コンテナ 
-16～-16.5m 1B 420m 
［既定計画］ 

15 号地コンテナ 
-11～-12m 2B 500m 
［既定計画］ 

13 号地(青海)コンテナ 
-13～-16m 5B 1,570m 
［既定計画］ 

中防内ユニットロード 
-9m 1B 230m 
［既設］ 

今回計画 

既定計画 

既   設 

凡 例

緊急輸送道路（既設） 

緊急輸送道路（予定） 

大井コンテナ 
-15～-16m 3B 990m 
［既設］ 
-15～-16m 5B 1,764m 
［既定計画］ 

品川コンテナ 
-11.5m 2B 550m 
［既定計画の変更計画］
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6．環境保全に関する資料 

 6.1 環境影響の評価 

 (1) 大気環境（大気質、騒音、振動、悪臭） 

今回計画に伴い増加する発生集中交通量は、東京港及び周辺の交通量

を大きく変化させるものではないと予測されることから、大気質、道路交

通騒音・振動への影響は軽微であると考えられる。 

また、今回計画では、新たに悪臭を発生させるような施設の立地は想定

していないことから、悪臭による影響はない。 

(2) 水環境（潮流、水質、底質）、土壌環境（地形）、生物環境（動物、植物、

生態系） 

今回計画は港内の潮流を阻害するものではなく、潮流について、現況

を大きく変えるものではない。このため、潮流、水質、底質、周辺地形

及び海生生物・生態系への影響は軽微であると考えられる。 

（3） 自然との触れ合い（景観、人と自然との触れ合い活動の場） 

今回計画は、既存コンテナ埠頭内におけるものであり、景観、人と自然

との触れ合い活動の場へ与える影響は、ほとんどないものと考えられ

る。 

(4) その他（漁業、文化財） 

今回計画が海生生物・生態系に与える影響は小さいと予測されること

から、漁業に与える影響は軽微であると考えられる。 

また、今回計画の周辺地区には、第一台場、第六台場があるが、直接改

変するものではなく、これらを眺望する視点場を消滅、減少するもので

もない。このため、歴史的・文化的環境へ与える影響は、ほとんどない

ものと考えられる。 

 6.2 総合評価 

今回計画に伴う東京港周辺の環境に与える影響について予測・評価を

行った結果、いずれの項目も影響は軽微、または、ほとんどないものと

考えられる。 

 なお、計画の実施に当たっては、環境保全について十分に配慮すると

ともに、工法・工期等について十分に検討し、十分な監視体制のもとに、

環境に与える影響をより少なくするように慎重に行うものとする。 
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7．その他資料 

7.1 新旧法線対象図 

公共埠頭計画に対応するため、次のとおり法線計画を変更する。 

図 7-1-1 新旧法線対照図（内港地区（品川ふ頭）） 

：今回計画 

：既定計画 
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